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事業事前評価表 

国際協力機構 東・中央アジア部中央アジア・コーカサス課 

１．基本情報 

（１）国名：ウズベキスタン共和国 

（２）プロジェクトサイト／対象地域名：ウズベキスタン全土 

（３）案件名：公共施設における省エネルギー推進事業（Project for Promotion 

of Energy Efficiency in Public Buildings） 

L/A調印日：2026年 6月 18日 

２．事業の背景と必要性  

（１）当該国におけるエネルギーセクターの開発の現状・課題及び本事業の位

置付け 

ウズベキスタン共和国（以下、「同国」という。）では、2025 年から 2030 年

にかけて人口増加率が約 2.0%、実質 GDP成長率が約 5.8%と予測され、投資拡

大と旺盛な内需を背景に堅調な成長が見込まれる（IMF、2025）。エネルギー需

要も 2035年までに 2023年に比べて 2倍近くに達すると見込まれる中、同国の

エネルギー供給は、約 99%を化石燃料に依存しており（IEA他、2023）、そのう

ち約 79%の供給を占める天然ガスの産出量は、2018年をベースに 98.7%（2019）、

83.1%（2020）と減少傾向にあり、約 20年で枯渇するという予測もある（IEA、

2022）。 

同国では、公共施設、商業施設及び住宅等の建物部門がエネルギー消費全体の

50%を占める（世界銀行、2022）。冬季（12 月～2月）の平均気温は 0℃を下回

り、暖房によるエネルギー消費が特に大きい。今後、冬季の暖房需要の増大と経

済成長に伴いエネルギー需要はさらに高まる一方、自国のエネルギー供給量は

減少しているため、同国のエネルギー消費量を削減することは、エネルギー安全

保障上の重要な課題である。 

同時に、GDP当たりのエネルギー消費量を示すエネルギー強度の指標では、

同国は約120 toe/百万ドルと、世界平均の約80 toe/百万ドルを大きく上回り（IEA、

2022）、エネルギー効率が低いことが課題である。政府が所有する 46,000 棟の

建物のうち、学校・幼稚園、病院・クリニックは約 20,000棟を占める。これら

の公共施設では、エネルギー消費の 70％以上が暖房や給湯などの熱利用に集中

する一方、多くがソ連時代に建設された建物であり、旧式のボイラーの使用や断

熱性の不足などにより、エネルギー効率が低い（JICA、2025）。さらに、公共施

設をはじめ大半の建物ではエネルギー監査が実施されておらず、エネルギー消

費に係るデータが不足しているうえ、それら施設を利用・管理する職員の省エネ

意識も低いことが課題である。 

加えて、同国では技術革新等により GDPあたりの GHG排出量は減少傾向に
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あるものの、化石燃料への依存により、同国の GDP あたりの GHG 排出量は

0.46 kg/ドルと世界平均の 0.26 kg/ドルと比較し極めて高い（IEA 、2022）。ま

た、石炭・ガスボイラー利用等により、公共施設を含む建物から排出される GHG

は、同国全体の 25％を占める（世界銀行、2022）。 

こうした状況を踏まえ、ウズベキスタン政府は国家開発計画「Uzbekistan 

Strategy 2030」においてグリーン・エコノミー・トランジション（GX）を掲げ、

2010 年と比較して GDP 単位当たりの GHG 排出量 30%減少を目指している。

2023年には「グリーン・エコノミーに向けた基準」を整備し、エネルギー監査

に基づく省エネの推進を打ち出した他、2025年 3月には大統領令 100号「住宅

及びビルへの熱エネルギー供給及び省エネの強化について」を発出し、建物にお

ける熱エネルギー消費量の削減を柱とした省エネ施策を強化した。更に、2025

年 5 月には省エネルギー庁を新設するなど、省エネ政策の制度整備と実行体制

の強化を進めている。 

本事業は、公共施設にヒートポンプや断熱材などの省エネルギー設備の導入

を促進し、エネルギー消費量及び GHG排出量の削減を図るものであり、同国政

策上の優先度は高い。 

（２）省エネ分野／中央アジア地域に対する我が国及び JICA の協力方針等と

本事業の位置付け 

我が国の対ウズベキスタン共和国国別開発協力方針（2022 年 9 月）では「持続

的な経済成長の促進と格差の是正」を基本方針とし、「公平かつ持続可能な社会の

構築」を目指し気候変動など地球規模課題の解決に向けた支援を実施するとしてい

る。2025年 12月の「中央アジア＋日本」対話（CA+JAD）の第 1回首脳会合で採

択された東京宣言では、「グリーン・強靭化」が重点分野とされ、「経済成長、エネ

ルギー安全保障及び脱炭素を同時に達成し、多様な道筋を通じてネット・ゼロ／カ

ーボンニュートラルに向けたエネルギー移行の実施を目指す」としている。 

対ウズベキスタン共和国 JICA 国別分析ペーパー（2023 年 3 月）では「省エ

ネ・低炭素化プログラム」を重点分野の一つとしており、本事業はこれら方針・

分析に合致する。また、JICA グローバル・アジェンダ（課題別事業戦略）では、

3「資源・エネルギー」において脱炭素と安価なエネルギーの安定供給の両立を

目指している。加えて 16「気候変動」において、社会全体のエネルギー利用効

率向上のための低炭素型施設・機器導入普及を図るとしており、本事業はこれら

方針、分析に合致する。 

（３）他の援助機関の対応 

世界銀行は、2022 年より「公共建築物エネルギー効率改善事業」を実施し、

200 件の公共施設の改修を計画中（143 百万ドル）。アジア開発銀行（ADB）及

び欧州投資銀行（EIB）も公共施設を対象とした省エネ設備の導入事業を形成中。 
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３．事業概要 

（１）事業概要 

① 事業の目的 

本事業は、公共施設において省エネルギー設備の導入や改修を実施すること

で、省エネルギーの推進を図り、もって同国のグリーン・エコノミー・トラン

ジションの実現、エネルギー安全保障、及び気候変動対策に寄与するもの。 

② 事業内容 

ア）省エネ設備の導入：公共施設におけるヒートポンプ等の高効率機器への

更新、断熱性能の強化等（約 130施設）。（国内競争入札） 

イ）コンサルティング・サービス：事業実施管理・促進支援、調達支援、省

エネ意識啓発活動、エネルギー監査・省エネ診断の実施支援など。（ショート

リスト方式） 

③ 本事業の受益者（ターゲットグループ）  

最終受益者：ウズベキスタン国民（約 3,700万人） 

（２）総事業費 

27,335百万円（うち、円借款対象額：21,788百万円） 

（３）事業実施スケジュール（協力期間） 

2026年 6月～2032年 10月を予定（計 77か月）。対象全ての施設供用開始

時（2032年 10月）をもって事業完成とする。 

（４）事業実施体制 

１）借入人：ウズベキスタン共和国（The Republic of Uzbekistan） 

２）保証人：なし 

３）事業実施機関：省エネルギー庁（National Agency for Energy Efficiency） 

４）運営・維持管理機関：就学前教育・学校教育省（Ministry of Preschool and 

School Education）、保健省（Ministry of Health） 

（５）他事業、他援助機関等との連携・役割分担 

１）我が国の援助活動 

JICAは近年、「省エネルギー推進アドバイザー」（2021～2023年度）、課題別

研修「エネルギーの高効率化と省エネの推進」（2022～2024年度）、有償勘定技

術支援「エネルギー管理士制度の構築とネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）

実証試験を通じた省エネ能力強化プロジェクト」（2024～2027 年度）を通じ、

同国の省エネ法案の策定支援（2024 年 7 月成立）、国家省エネ推進プログラム

の作成支援、政策立案にかかる人材育成、エネルギー管理士制度の構築、既存監

査制度の改善、さらに ZEB の普及に向けた実証実験等の支援を実施している。

本事業では、コンサルティング・サービスにおけるエネルギー監査の実施支援等

を通じ、これらの技術協力を通じて日本が支援した省エネ法や関連制度の実行・
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定着を後押しするものである。また、技術協力での ZEB実証実験で利用された

省エネ設備を参考にして技術仕様を策定する予定。さらに、並行して案件形成中

の産業部門を対象とする「産業部門における省エネルギー推進事業」（新規円借

款、円借款対象額約 149.69億円）とともに、同国における省エネ政策の促進に

寄与するものである。 

２）他援助機関等の援助活動 

実施機関は並行して上記２．（３）に記載している事業も実施するため、事

業進捗状況の把握、ドナー間の相乗効果発現、ならびに重複回避を随時行う。 

（６）環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠:本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライ

ン」（2022年 1月公布）上、セクター特性、事業特性および地域特性に

鑑みて、環境への望ましくない影響が重大でないと判断されるため。 

③ 環境許認可：各サブプロジェクトの実施決定前に環境影響評価（EIA）

報告書の要否を実施機関が確認し、同国国内法上作成が義務付けられ

た場合は、サブプロジェクト実施決定前に環境許認可を取得する予定。 

④ 汚染対策：各サブプロジェクト実施決定前に実施機関が、工事中の水

質及び廃棄物等について、工事前調査や許可業者による処理・記録等

の環境管理計画を策定し、同国国内の排出基準及び環境基準を順守す

る予定。 

⑤ 自然環境面：本事業は、影響を受けやすい地域にて実施しないことを

実施機関と合意済み。 

⑥ 社会環境面：工事期間中、公共施設を利用する生徒及び患者の移動が

発生する場合、同国国内手続き及び「国際協力機構環境社会配慮ガイ

ドライン」に沿って緩和策を設定し、ステークホルダー協議等を通じ

て、社会的合意を予め得た上で実施する予定。 

⑦ その他・モニタリング：本事業では、実施機関が本事業で雇用される

コンサルタントの支援を受けつつ、ウズベキスタン国内法制度及び

「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」に基づき、各サブプロジ

ェクトについてカテゴリ分類を行い、該当するカテゴリに必要な対応

策がとられることとなっている。なお、サブプロジェクトにカテゴリ

A案件は含まれないことを実施機関と合意済み。 

（７）横断的事項 

パリ協定に基づいた「自国が決定する貢献（NDC）」において同国は「2035年

までに 2010 年比 GDPあたり 50%の GHG 排出量の削減」を掲げており、その

目標達成のため各分野において省エネ技術の導入等を気候変動緩和策として挙
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げていることから、本事業は NDCに貢献する。 

（８）ジェンダー分類： GI (S)（ジェンダー活動統合案件） 

＜活動内容/分類理由＞同国では、ジェンダー平等に関する法律や戦略におい

て、公共事業でのジェンダー視点が充分に制度化されておらず、実施機関におけ

るジェンダー平等推進の取組は発展途上である。これに対し、本事業では、実施

機関がコンサルタントの支援を得てジェンダー対応チェックリストとその運用

方法を作成の上、工事現場で活用し、必要に応じてリストを改善するという一連

のプロセスを実施するともに、同チェックリストを用いて確認を行ったサブプ

ロジェクトの数（132件）を指標として設定し、実施機関におけるジェンダー視

点を取り入れた工事監理の制度化を促進するため。 

（９）その他特記事項 

特になし。 

 

４. 事業効果 

（１）定量的効果 

１）アウトカム（運用・効果指標） 

指標名 
基準値 

（2026年実績値） 

目標値（2034年） 

【事業完成 2年後】 

エネルギー消費削減量（一次エネルギー換算・

GJ/年） 
0 690,000 

GHG排出削減量（CO2換算・tCO2/年） 0 48,172 

本事業における省エネ設備導入施設数（件） 0 132 

本事業におけるエネルギー監査実施施設数（件） 0 132 

省エネ設備を導入した学校及び幼稚園での省エ

ネ意識向上セミナーの実施回数（回） 
0 110 

ジェンダー対応チェックリストを用いて現場確

認を行ったサブプロジェクトの数（件） 
0 132 

※本事業では、サブプロジェクト確定後、ベースライン調査を実施の上、サブプロジェクトに係

る運用効果指標の目標値の見直しを行う。 

（３）定性的効果：関係者の省エネ技術にかかる能力強化（実施機関、関連省庁、

公共施設利用者、現地コントラクター）、国民の省エネ意識の向上、エネ

ルギー需給の安定 

（４）内部収益率 

事前に対象サブプロジェクトが特定できないため内部収益率は算出しな

い。 
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５. 前提条件・外部条件 

（１）前提条件：特になし。 

（２）外部条件：特になし。 

 

６. 過去の類似案件の教訓と本事業への適用 

アルゼンチン共和国向け「工業分野省エネルギー協力事業」（評価年度 2003

年）の評価等では、省エネ政策の不在により、省エネ技術の導入意欲の向上につ

ながらず、民間の省エネプログラムの導入が進まなかった。本事業においては、

技術協力プロジェクトで支援するエネルギー管理士の育成や ZEB実証事業を通

じた政策提言と連携しつつ、コンサルティング・サービスでの行政官に対する省

エネ意識向上研修を通して、省エネ政策の支援も行うことを事業計画に反映さ

せた。 

また、ベトナム社会主義共和国向け「貧困地域小規模インフラ整備事業」（評

価年度 2011年）の評価等では、複数のサブプロジェクトの実施に際し、事業効

果に関するデータ収集が行われておらず、指標のモニタリングが実施できてい

なかった。本事業においては、サブプロジェクトが広範囲にわたるため、事業の

指標に関するデータ収集の問題が発生しないよう、地区ごとにパッケージング

を行い、データの収集を容易にすることを事業計画に反映させた。 

７. 評価結果 

 本事業は、同国の開発課題・開発政策並びに我が国及び JICAの協力方針・分

析に合致し、公共施設において省エネルギー設備の導入や改修を実施すること

で、省エネルギーの推進に資するものであり、SDGs ゴール 13「気候変動」に

貢献すると考えられることから、事業の実施を支援する必要性は高い。 

８. 今後の評価計画 

（１）今後の評価に用いる指標 

４．のとおり。 

（２）今後の評価スケジュール 

 事業完成 2年後  事後評価 

 

以 上  

 

別添資料 公共施設における省エネルギー推進事業 地図 
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別添資料 公共施設における省エネルギー推進事業 地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウズベキスタン共和国全国 地図 

 

 

 

出典：United Nations, ( https://www.un.org/geospatial/content/uzbekistan ) 

https://www.un.org/geospatial/content/uzbekistan

